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Ⅰ 主 旨 

本要領は、奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備における設計・施工業務を、公募型プロポー

ザル方式により選定するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

 

Ⅱ 事業概要等 

１ 事業名称 

奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備事業 

 

２ 実施要領等に関する問合せ先（事務局） 

千葉県袖ケ浦市市民子育て部子育て支援課 

〒２９９－０２９２ 千葉県袖ケ浦市坂戸市場１番地１ 

電話 ０４３８－６２－３２８６  FAX ０４３８－６２－３８７７ 

E‐mail  sode15@city.sodegaura.chiba.jp 

袖ケ浦市ホームページ  http://www.city.sodegaura.lg.jp 

 

３ 事業目的 

奈良輪小学校区では、袖ケ浦駅海側地区の人口増加を受け、児童数が年々増加している。 

このような中、令和９年４月には、奈良輪小学校の教室数の不足が見込まれることから、校舎を利

用している放課後児童クラブについて、移転整備することとなった。 

なお、整備にあたっては、民間事業者のノウハウや創意工夫を活かし、事業期間の短縮とコストの

削減を見込むことができる設計・施工一括発注方式（デザインビルド方式）を採用し、公募型プロポ

ーザル方式により優れた提案者を本事業の受注者として選定しようとするものである。 

 

４ 事業内容 

① 建設場所 袖ケ浦市奈良輪４２５番地１（袖ケ浦市立奈良輪小学校敷地内） 

② 用途地域等 市街化調整区域、建ぺい率６０％、容積率２００％ 

③ 敷地面積 約１，５３３㎡（学校用地１３，０４０㎡を敷地分割する） 

④ 施設規模 延床面積 ８００㎡±５０㎡程度 

⑤ 想定構造 児童福祉施設（放課後児童クラブ）：軽量鉄骨造２階建 

⑥ 事業費上限額 ２４４，９７０，０００円 

（諸経費、消費税相当額及び地方消費税相当額を含む。） 

 

５ 事業の基本方針 

本事業の基本方針は、次の各号に掲げるとおりである。 

（１）安全・安心な児童福祉施設の提供 

本施設の設計・施工は、安全・安心な生活環境の確保に最大限の配慮をするものとする。 

（２）機能的で快適な生活環境の充実 
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子どもがゆとりを持って遊びや生活ができるなど、快適な環境性能が確保された施設とする。 

（３）経済的で効率的な整備 

経済性や効率性に配慮した整備を図り、ライフサイクルコストが低減される計画とする。 

（４）施工計画の妥当性 

安全性や危機管理体制の構築が適切であり、工事期間中の学校運営に配慮された計画とする。 

 

６ プロポーザル方式を採用する理由 

本事業は、民間企業のノウハウ、技術力等を活用し、施設の設計、施工、工事監理を一括で委託し

ようとするものであり、本市にとって最も有益な効果をもたらすと考えられる提案者を選定するた

め、公募型プロポーザル方式により募集を行うものである。 

 

７ 事業期間 

① 本契約締結の時期 令和７年６月下旬 

② 事業契約期間  本契約締結日から令和８年６月３０日まで 

③ 施設引渡日  令和８年６月３０日まで 

④ 供用開始予定時期 令和８年７月下旬 

 

８ 事業範囲 

（１）設計及びその他関連業務 

① 各種許認可手続き 一式（建築確認等の書類作成及び申請） 

② 基本・実施設計 一式（測量、建築、電気設備、機械設備、外構等） 

（２）建設及びその他関連業務 

① 建設工事（建築、電気設備、機械設備、敷地の外構・既存樹木等の処分等を含む） 

② 家具、備品等の調達及び備付け（ロッカー等の家具、備品類） 

（３）工事監理業務 

 

９ 本事業に関する市から事業者への支払い 

市は、本事業に要した費用を令和７年度及び令和８年度に、事業の進捗に応じて支払う。 

 

 

Ⅲ 応募者の募集及び選定に関する事項 

１ 募集方法 

募集・選定方法は、公募型プロポーザル方式による。 

 

２ 募集及び選定スケジュール  

日 程 内 容 

令和７年 １月  ７日（火）～ 

令和７年 ２月 ７日（金） 

実施要領等の公表 
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令和 7 年 １月 ７日（火）～ 

令和７年 １月１７日（金） 

現地視察の申込期間 

令和７年 １月１７日（金）～ 

令和７年 １月２４日（金） 

現地視察の実施（土日含む） 

令和７年 １月 ７日（火）～ 

令和７年 １月２４日（金） 

実施要領等に関する質問の受付期間 

令和７年 １月３１日（金） 実施要領等に関する質問の回答 

令和７年 ２月 ３日（月）～ 

令和７年 ２月 ７日（金） 

公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格

確認申請書（様式第２号）の提出期間 

令和７年 ２月１４日（金） 公募型プロポーザル参加資格確認結果通知

書及びプロポーザル提案要請書の発送 

令和７年 ２月２１日（金）～ 

令和７年 ３月１４日（金） 

提案書の提出期間 

令和７年 ３月２７日（木） プレゼンテーション等実施 

令和７年 ４月下旬 優先交渉権者の決定、選定結果の通知及び 

公表、仮契約の締結 

令和７年 ６月下旬 

 

袖ケ浦市議会による議決後 

本契約の締結 

 

３ 募集及び決定の手続き 

（１）実施要領等に関する説明会は行わない。 

（２）募集公告及び実施要領等の取得方法 

① 公告日 令和７年１月７日（火） 

② 取得方法 本市のホームページからダウンロードすること。 

（３）現地視察の申込 

① 申込期間 令和７年１月７日（火）～令和７年１月１７日（金） 

午前９時００分から午後５時００分まで 

（土日、祝日及び正午から午後１時までを除く） 

② 申込方法 事務局まで電話すること。なお、現地視察の日程は申込先着順に調整する。 

（４）実施要領等に関する質問の受付 

① 受付期間 令和７年１月７日（火）～令和７年１月２４日（金）午後５時００分まで 

② 受付方法 質問書（様式第１号）に質問内容を簡潔にまとめて、Ｅメールにより事務局へ

送信するとともに、確認のため必ず事務局に電話をすること。 

 

（５）実施要領等に関する質問の回答 

質問に対する回答については、一括して質問回答書として取りまとめを行った上で、令和７年

１月３１日（金）午後５時までに、市ホームページに掲載する。 

なお、質問者から提出があった質問について、市が必要と判断した場合は、その内容について
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直接ヒアリングを行うことがある。 

また、質問回答書の内容は、本要領等の追加若しくは修正とみなすものとする。 

（６）公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格確認申請書の提出 

① 提出期間  令和７年２月３日（月）～令和７年２月７日（金） 

午前９時００分から午後５時００分まで 

（正午から午後１時までを除く） 

② 提出書類 ア 公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格確認申請書（様式第２号） 

イ グループ構成表（様式第３号）及び同意書（任意様式） 

ウ 会社概要（様式第４号の１） 

エ 企業状況表（様式第４号の２） 

オ 各役割の責任者業務実績表（様式第４号の３） 

カ 事業実績一覧表（様式第５号） 

キ 暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書（様式第６号） 

ク 納税証明書（国税その１及び千葉県税等） 

③ 提出場所 事務局 

④ 提出方法 直接持参すること。 

⑤ 確認結果の通知等 

  市は、提出書類により参加資格を審査し、その結果を令和７年２月１４日（金）までに、参

加表明書兼参加資格確認申請書の提出者宛に、確認結果通知を発送するとともに、参加資格

が確認された者には、プロポーザル提案要請書により提案書等の提出を要請する。 

（７）提案書の提出 

① 提出期間  令和７年２月２１日（金）～令和７年３月１４日（金） 

午前９時００分から午後５時００分まで 

（土日、祝日及び正午から午後１時までを除く） 

② 提出書類 ア 提案書提出届（様式第８号） 

イ 類似施設の業務実績の概要（様式第９号） 

ウ 設計、工事監理及び施工体制（様式第１０号） 

エ 工程説明書（様式第１１号） 

オ 整備方針における提案書（様式第１２号） 

カ 地域経済に係る提案書（様式第１３号） 

キ 事業費の概算見積書（様式１４号） 

ク 資金計画書（様式第１５号） 

ケ 計画図 

ａ 配置図   A３版 

ｂ 仕上（内・外装等） A３版 

ｃ 各階平面図  A３版 

ｄ 立面図   A３版 

ｅ 断面図   A３版 



6 

 

ｆ 完成イメージ図（スケッチ程度でも可） A３版 

ｇ 設備概要  A３版 

③ 提出部数 正本２部 １部：アからケを綴じ込む … ① 

１部：アからケを綴じ込まない … ② 

副本１０部 アからケを綴じ込む …③ 

副本の電子データを収録したＵＳＢメモリー等を１部提出すること。 

④ 提出場所 事務局 

⑤ 提出方法 直接持参すること。 

（８）提案内容に関するプレゼンテーション等の実施 

市は応募者に対して、提案書の提案内容に関するプレゼンテーション等の実施を要求する。 

① 実施日 令和７年３月２７日（木）（予定） 

② 開催場所 袖ケ浦市役所 中庁舎４階第２委員会室（予定） 

③ プレゼンテーション・ヒアリングの内容 

プレゼンテーション・ヒアリングは、１者につき４０分（説明２０分・質疑２０分）程度と

し、このプロポーザルを担当する者を含め４名までの出席により実施する。なお、応募者多数

の場合は、都合により日時を分けて行う場合があることに留意されたい。 

（９）選定委員会の設置 

本件における審査は、本市職員の委員１０名で構成される「奈良輪小学校区放課後児童クラブ

会館整備事業者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）において行うこととする。 

選定委員会において提案内容を審査し、評価点の合計が最も高い者を優先交渉権者とする。た

だし、最高得点者が複数となった場合は、提案価格評価の得点の高い順とし、提案価格評価が同

得点の場合は、１位と評価した委員が最も多かった者を優先交渉権者とする。また、優先交渉権

者と協議が整わない場合、又は契約を締結できない事由が発生した場合は、次点者を優先交渉権

者とするほか、参加者が１者の場合であっても、審査委員会による審査を行い、審査の結果、最

低基準点以上である場合は、優先交渉権者として選定する。 

なお、選定委員会の委員構成は、次のとおりである。 

① 副市長 

② 市民子育て部長 

③ 総務部管財契約課長 

④ 財政部財政課長 

⑤ 財政部資産管理課長 

⑥ 都市建設部都市整備課長 

⑦ 都市建設部開発指導準備室長 

⑧ 教育部教育総務課長 

⑨ 教育部学校教育課長 

⑩ 市民子育て部子育て支援課長 

（10）審査及び優先交渉権者の決定 

① 審査 
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選定に係る審査は、選定委員会の委員（以下「審査員」という。）が行う。 

② 優先交渉権者の決定 

市は、選定委員会の審査結果の報告を受けて、「優先交渉権者」及び「次点交渉権者」を決

定する。 

③ 選定結果の通知及び公表 

選定結果は、応募者全員に文書で通知するとともに、市ホームページにて概要を公表する。 

④ 審査結果に関する問い合わせ 

審査結果に関する問い合わせには応じない。また、異議を申し立てることはできない。 

 

４ 応募者の参加資格要件 

応募者は、公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格確認申請書の提出時から本契約の締結時ま

で、次に掲げる（１）及び（２）のすべての要件を満たすこととする。 

（１）応募者の定義 

「応募者」とは、施設の設計、建設の能力を有し、本事業に単独企業または複数の企業で構成

されたグループで参加する者をいう。 

（２）応募者の構成等 

① 設計及び工事監理、建設工事を営む者によるグループを編成する場合は、建設業を営む者

を代表者とする。 

② 応募者の構成員は、次に掲げるアからカまでのすべての要件を満たすこととする。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこと。 

イ 袖ケ浦市建設工事等競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

ウ 袖ケ浦市建設工事請負業者等指名停止措置要綱（平成 11 年告示第 173 号）による指名停

止措置の期間中でないこと。 

エ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の適用を申請した者については、同法に基づく裁

判所からの更生手続開始決定がされていること。 

オ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の適用を申請した者については、同法に基づく裁

判所からの再生手続開始決定がされていること。 

カ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 475 条若しくは第 644 条の規定に基づく清算の開始

又は破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条若しくは第 19 条の規定に基づく破産手続開

始の申立がなされていないこと。 

（３）応募者の業務遂行能力に関する資格要件 

応募者は、次の①及び②に掲げる区分に応じて、各々の要件を満たすこととする。 

① 代表者 

ア 袖ケ浦市入札参加資格者名簿の業種「工事」に登録され、建築一式工事で格付けが A ラ

ンクであること。 

イ 公告の日から起算して過去１０年間に、国（公社・公団を含む）又は地方公共団体が発注

した建築一式工事（新築・増築・改築工事を含む。ただし、木造は除く。）において、１件

当たり１５０，０００千円以上のものを元請として施工し、工事を完了させた実績を有して
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いること。なお、グループの構成員としての実績の場合は、代表者としての実績がある場合

に限る。 

ウ 建設業法第１５条の規程に基づく建築一式工事に係る特定建設業の許可を得ていること。 

エ 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者（３ヶ月以上継続して雇用し

ている者）を専任で配置できること。 

② 設計及び工事監理業務を行う者 

ア 袖ケ浦市入札参加資格者名簿の業種「測量」に登録されていること。 

イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

ウ 延床面積８００㎡以上の児童福祉施設の設計・工事監理の実績を有すること。 

 

５ 応募に関する留意事項 

（１）使用言語及び単位、時刻 

応募に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に定めるもの、

通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

（２）実施要領等の承諾 

応募者は、提案書の提出をもって、実施要領等の記載内容を承諾したものとする。 

（３）費用負担 

応募者の提案に係る費用については、すべて応募者の負担とする。 

（４）契約保証金 

当該契約金の１００分の１０以上の額を収めること。ただし、袖ケ浦市財務規則第１４３条 

第３項に該当する場合は免除とする。 

（５）審査書類の取扱い 

応募者の審査書類に含まれる著作物の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市が当該応募者

の審査書類を公表、展示その他市が本事業に関して必要と認める用途に用いる限りにおいて、応

募者は、市が、これを無償で利用することを許諾する。 

また、提出された審査書類は返却しない。 

（６）市からの提示資料の取扱い 

① 市が提示する資料は、本事業応募に係る検討以外の目的で使用することはできない。 

② 市は、必要に応じて以下の資料を提案書作成の参考として貸し出す。 

ア 既設建物の地質調査データ 

イ 上水道管網図 

ウ 下水道管網図 

エ その他資料 

③ 資料の貸し出しを希望する場合は、事務局まで事前に電話で申し込み、指定の日時に取りに

くること。また、貸し出した資料の返却期間は令和７年１月２４日（金）午後５時までとする。 

（７）応募者の複数提案の禁止 

一応募者は、複数の提案を行うことはできない。 



9 

 

（８）審査書類の変更禁止 

原則として、提出期限以降の審査書類の変更は認めない。 

（９）虚偽の記載をした場合 

応募者が公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格確認申請書、提案書等の審査書類に虚偽

の記載をした場合は当該応募を無効とする。 

（10）参加辞退 

応募者が公募型プロポーザル参加表明書兼参加資格確認申請書を提出した後に参加を辞退す

る場合は、令和７年３月１４日（金）午後５時までに、参加辞退届（様式第７号）を事務局に持

参又は郵送（必着）で提出すること。 

 

６ 提案の審査に関する事項 

（１）審査に関する基本的な考え方 

審査は、設計、施工業務等の各面と費用対効果、利便性等を総合的に審査し、最も優れている

と考えられる提案を選定する。 

（２）審査体制 

審査は、選定委員会において行う。 

（３）審査手順 

審査は、次の着眼点により、総合的に評価する。 

① 実績・体制評価 

ア 建設会社の実績 

イ 設計・工事監理業務における望ましい技術者、担当者の配置 

ウ 施工業務における望ましい技術者、担当者の配置 

② 工程評価 

③ 整備方針評価 

ア 安心・安全な児童福祉施設 

イ 機能的で快適な生活環境の充実 

ウ 経済的で効率的な整備 

エ 施工計画の妥当性 

④ 地域経済評価（市内業者の活用） 

⑤ その他 

⑥ 提案価格評価 

（４）審査基準及び配点 

審査基準及び配点については、別紙「奈良輪小学校区放課後児童クラブ会館整備事業者選定プ

ロポーザル審査基準」のとおりとする。 
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Ⅳ 市と事業者とのリスク分担 

１ リスク分担に関する基本的な考え方 

本事業における責任分担の基本的な考え方は、適正にリスクを分担することで、より低廉で高品質

なサービスの提供を目指すことにある。 

本施設の設計・建設において発生するリスクは、原則として事業者が負うこととする。 

 

２ 予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、別表「予想されるリスクと責任分担」のとおりとする。 

 

 

Ⅴ 契約に関する事項 

１ 契約及び協議 

（１）契約の締結 

優先交渉権者は、決定後、速やかに市と協議を行ったうえで仮契約を締結しなければならな

い。仮契約は、袖ケ浦市議会で可決されたとき本契約として効力を生ずるものとする。 

なお、優先交渉権者が本契約の締結までに資格要件を満たさなくなった場合又はその他の理

由により本契約が締結できなくなった場合、市は次点交渉権者との間で契約交渉を行う。 

（２）設計内容の協議 

本契約締結後、直ちに設計（基本設計・実施設計）に関する協議を行うこととする。 

また、市は、優先交渉権者の提出案に拘束を受けないものとする。 

 

２ 契約の枠組み 

（１）契約当事者 

市及び交渉権を有する代表者 

（２）契約時期 

令和７年６月下旬（予定） 

（３）契約期間 

本契約締結日から令和８年６月３０日まで 

（４）契約内容 

債権を第三者に譲渡することや債権を引き受けることはできないものとする。 

 

 

Ⅵ 事業実施に関する事項 

１ 誠実な業務遂行 

事業者は、実施要領等及び契約に定めるところにより、誠実に本事業を遂行すること。また、市と

の契約窓口となり、本業務遂行上の諸手続きを行うこと。 
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Ⅶ その他 

１ 情報の提供 

実施要領等に定めることのほか、募集の実施にあたって必要な事項が生じた場合には、市ホームペ

ージに掲載する。 

 

２ 各種説明会等への協力 

事業者は、各種説明会・会議への参加協力（地元説明会、庁内会議等）を行う。 

 

３ 成果品の著作権 

成果品の著作権については、袖ケ浦市に帰属する。 

 

４ 特許権等の使用責任 

企画提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国及び日本国以外の国の法

令に基づき保護され第三者の権利の対象となっている意匠、デザイン、設計、施工方法、工事材料等

を使用した結果生じた責任は、事業者が負うものとする。 

 

５ その他 

袖ケ浦市議会にて、当該事業に係る議案が否決された場合は、本プロポーザルを中止する。なお、市

は、中止に伴う損害賠償等いかなる責任も負わない。 
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別 表 

 

予想されるリスクと責任分担表 

１ 共通リスク 

リスク項目 内 容 市 事業者 
両者 

協議 

実施要領リスク 実施要領の瑕疵により生じた場合 ○   

 

制 

度 

リ 

ス 

ク 

 

法制度 

リスク 

一般分野の法制度改正により、建設・設備費用等に

追加変更を生じた場合 
○   

当該事業分野に的を絞った法制度改正により、設

計・建設費用等に追加変更を生じた場合 
○   

許認可 

リスク 

建設許可等に係る許認可の遅延による費用の増加

が生じた場合 
  ○ 

税制度 

リスク 
消費税率の改正により消費税額が増加した場合 ○   

反対リスク 

着工前の段階で、本事業の実施に対する住民の反

対運動等が生じ事業着手が遅延または中止となっ

た場合 

○   

不可抗力 

・不可抗力により費用が増加した場合・不可抗力に

より事業が中止に追い込まれた場合・損害保険等

が適用されない場合 

・保険金の損害金額に対する不足が生じた場合 

○   

 

２ 設計リスク 

リスク項目 内 容 市 事業者 
両者 

協議 

設計不適合 市が要求する水準の設計ができない場合  ○  

設 

計 

遅 

延 

市側の事由 
市側の事由により詳細設計が一定期間に完結させ

ず、費用増加をもたらした場合 
○   

業者者側 

の事由 

事業者側の事由により詳細設計が一定期間に完結

させず、費用増加をもたらした場合 
 ○  

設 

計 

変 

更 

市側の事由 
市側の事由により設計変更が生じ費用が増加した

場合 
○   

事業者側 

の事由 

事業者側の事由により設計変更が生じ費用が増加

した場合 
 ○  
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３ 建設リスク 

リスク項目 内 容 市 事業者 
両者 

協議 

建 

設 

費 

増 

大 

市側の事由 
市側の指示により、費用超過や建設遅延が生じた場

合 
○   

事業者側 

の事由 

建設費用や建設期間の見積もりに誤差があった場

合 
 ○  

予見せざる 

用地条件 

予見できない用地条件により、費用の変更が生じた

場合 
  ○ 

設計違反 
設計通りに建設されなかったために、建設・設計費

用の増加が生じた場合 
 ○  

業者間の紛争 
企業間紛争により、建設の遅延やマネジメント費用

の増加が生じた場合 
 ○  

建設段階の 

住民対策 

建設時において、周辺環境の保全等に係る苦情処理

の必要が生じた場合 
 ○  

現場の警備責任 
設備・原材料の盗難・損傷により、費用増加及び遅

延が生じた場合 
 ○  

現場の安全管理 

責任 

安全管理の不足により、費用増加及び遅延が生じた

場合 
 ○  

建設工事中の 

事故等 

建設工事中に事故や第三者への損傷が生じ、費用増

加及び遅延が生じた場合 
 ○  

契約不適合 
本事業において、建設等された施設に補修等を要す

る契約不適合があることが顕在化した場合 
 ○  

 


